
３号（保育認定・未満児） 

１．保育料について（公立・私立共通） 

保育料の決定については、４月分から８月分については前年度市民税（前々年中所得）により、

９月分から３月分については今年度市民税（前年中所得）により、決定します。 

郡上市満３歳未満保育認定子ども等の利用者負担額基準額表（法第１９条第１項第３号関係） 

各月初日の満３歳未満保育認定子ども等の属する世帯の階層区分 利用者負担額（月額） 

階層区分 定義 保育標準時間 保育短時間 

１ 

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による被保護世帯（単給世帯を含む。）及び

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）による支援給付受給世帯 

     円 

 

０ 

     

２ 市町村民税非課税世帯（上段：※２の世帯、下段：その他の世帯） 
０ 

０ 

３ 

市町村民税の所得割課

税額の区分が次の区分

に該当する世帯 

４８，６００円未満 

（上段：※２の世帯、下段：その他の世帯） 

３，７００ ３，６５０ 

７，８００ ７，７００ 

４ 

４８，６００円以上 ９７，０００円未満 

（上段：７７，１０１円未満の※２の世帯、下段：その他

の世帯） 

６，０００ ５，９００ 

１２，０００ １１，８００ 

５ ９７，０００円以上 １６９，０００円未満 １７，８００ １７，５００ 

６ １６９，０００円以上 ３０１，０００円未満 ２４，４００ ２４，０００ 

７ ３０１，０００円以上 ３９７，０００円未満 ３２，０００ ３１，５００ 

８ ３９７，０００円以上 ３３，１００ ３２，６００ 

※１ 所得割課税額は、利用年度（利用月が４月～８月の場合は前年度）分の市町村民税の所得割の額です。（保護者の収
入が父母合計して１０３万円以下の場合は、祖父母等家計の主宰者の方の所得割の額を合算します。） 

※２ 母子･父子世帯、在宅障がい児(者)のいる世帯 
※３ 多子軽減による利用者負担額は、次の区分ごとに２人目半額、３人目以降０円です。 

（ただし、第２階層の第２子と、※２の世帯で第３階層および第４階層の所得割が７７,１０１円未満の場合の第２
子以降は０円です。） 

①教育認定子どもの場合は、小学校第３学年以下の子どもの数で計算します。 
   ②保育認定子どもの場合は、小学校就学前の在園する子どもの数で計算します。 
   ③市町村民税の所得割額が、教育認定こどもの世帯及び※２の世帯にあっては７７，１０１円未満、その他の世帯に

あっては５７，７００円未満の場合は、子どもの年齢や在園の有無に関わらず、生計を一にする子どもの数で計
算します。 

④市町村民税の所得割額が９７，０００円未満の場合で、かつ子どもの年齢に関わらず生計を一にする子ども 
の数で３人目以降となる場合の利用者負担額は０円です。 

 

２．公立保育園・私立保育園ご利用の方 

保育料の徴収については、利用月の翌月 10日に口座振替により納付していただきます。10日が

土・日・祝日の場合は、次の平日が振替日となります。 

口座振替依頼書と、毎月 10 日の前に口座残高の確認をお願いします。 

 

３． 私立認定こども園ご利用の方 

  毎月の保育料は、利用される施設へ納付していただきます。詳細は、各施設へお問い合わせく

ださい。 
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